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①　純損益剰余金振替法 ○ ○ ○ ○
②　OCI 剰余金振替法 ○ ○ ▲ ○
③　OCI 資本振替法A ○ ○ ▲ ×
④　OCI 資本振替法B ○ × ▲ ×
⑤　OCI 資本振替法C ○ ○ ▲ ○
⑥　OCI 中間区分振替法A ○ × ▲ ×
⑦　OCI 中間区分振替法B ○ × ▲ ×
⑧　OCI 中間区分振替法C ○ × ▲ ○
⑨　剰余金直入法 ○ ○ × ○
⑩　資本直入法A ○ ○ × ×
⑪　資本直入法B ○ × × ×
⑫　資本直入法C ○ ○ × ○
⑬　中間区分直入法A ○ × × ×
⑭　中間区分直入法B ○ × × ×
⑮　中間区分直入法C ○ × × ○
⑯　独立項目計上法A ○ × × ×
⑰　独立項目計上法B ○ × × ×
⑱　原価算入法A ○ × × ×
⑲　原価算入法B ○ × × ×
⑳　原因項目相殺法A × × × ×
㉑　原因項目相殺法B × × × ×
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①純損益剰余金振替法 第２法 第２法 第２法 第２法 第２法
















⑱原価算入法A 第２法 第２法 第２法 第２法 第２法 第１・２法
⑲原価算入法B 第２法 第２法 第２法 第２法 第２法 第１・２法
⑳原因項目相殺法A 第１法 第１法 第１法





















































　第一の方法は，発生時に PLで OCI に即時認識し，BSで純資産の部のその
他の包括利益累計額（中間区分）に振り替える方法である（第24項）⒃。この





























































　改正前 SFAS87では，数理計算上の差異（gain or loss）は，実績と仮定の差
923




































　第一の方法は，発生時に PLで OCI に即時認識し，BSで資本の部のその他
の包括利益累計額に振り替える方法である（SFAS158, par. 4c; 改正後
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で積立状況を示す額と相殺される金額は，未認識数理計算上の差異（net 




















































⒆　改正前 IAS19では，PLで OCI に即時認識した数理計算上の差異は，BS では資本の部の利益剰
余金に直ちに振り替えなければならなかったが（改正前 IAS19, par. 93D），改正後 IAS19では，数
理計算上の差異を含む確定給付負債（資産）の再測定はBSでは資本の部に独立項目として計上し，
その後その累計額を内部で振り替えることが認められた（改正後 IAS19, par. 122）。これは，IFRS
では「利益剰余金」という用語が定義されていないことに加え，資本の構成要素については法域固
有の制限があるためである（改正後 IAS19, par. BC100）。
929
























































計算書（Statement of Recognized Income and Expenses; SORIE）に即時認識する方法（第三の方
法）を採用していた。なお，2007年改正前の IAS1における SORIE は，2007年改正後の IAS1にお
いて二計算書方式を採用する場合の第二の計算書（包括利益計算書）に類似する計算書である。
931
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べて，本稿の定性的評価のフレームワークは，はるかに適用範囲が広く，簡便
であり，より多くの場合に明確な結論を導くことができるといえる。したがっ
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